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8 廃棄物関係
（１）廃棄物・リサイクル関連法の概要
　大量生産、大量消費、大量廃棄の一方通行型の社会から循環型社会への転換を推進するために、「循環型社会形成
推進基本法」を中心とした様々な法律が整備されています。
１　循環型社会形成推進基本法（平成12年制定）
　循環型社会の形成についての基本原則や国等の責務を定めるとともに基本計画の策定などについて定めること
により、環境への負荷ができる限り低減される「循環型社会」の形成を推進する。
２　廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）（昭和45年制定）
　廃棄物の排出抑制や適正な処理（分別、保管、収集、運搬、再生、処分など）を行うことにより、生活環境の
保全と公衆衛生の向上を図る。
３　資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律）（平成12年制定）
　資源の有効利用を図るとともに、廃棄物の発生抑制や環境保全に資するため、主に事業者等の取組を中心に廃
棄物の発生抑制、再生部品等の利用及び原材料としての利用を促進する。
４　容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）（平成７年制定）
　家庭等から排出されるごみの約60％（容積比）を占めている容器包装廃棄物についての製造・利用事業者など
によるリサイクルを義務付けることにより、一般廃棄物の減量と資源の有効利用を図る。
５　家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）（平成10年制定）
　家電製品の製造・販売事業者などに、廃棄物となった製品の回収、リサイクルを義務付けることにより、家電
製品の効果的なリサイクルの推進と廃棄物の減量化を図る。対象となる家電製品は、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、
洗濯機・衣類乾燥機、エアコンとなっている。
６　建設リサイクル法（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）（平成12

12

年制定）
　建設工事の受注者などに、建築物などの分別解体や建設廃棄物のリサイクルなどを義務付け、建設工事に係る
資材の有効利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図る。
７　食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）（平成 年制定）
　売れ残りや食べ残し又は製造過程において発生する食品廃棄物について、発生抑制及び減量化により最終処分
量を減少させるとともに、飼料や肥料等の原材料としてリサイクルするため、食品関連事業者による食品循環資
源の再生利用等の促進を図る。
８　自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）（平成14年制定）
　自動車製造業者及び関連事業者による使用済自動車の再資源化などを適正かつ円滑に実施するための措置を講
じることにより、使用済自動車の適正な処理とリサイクルを図る。
９　グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）（平成12年制定）
　国等による環境物品等の調達の推進、情報の提供その他の環境物品等への需要の転換を促進をするために必要
な事項を定め、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を図る。

１０　PCB特別措置法（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法）（平成13年制定）
　PCB廃棄物の保管、処分などについて必要な規制等を行うとともに、その処理に必要な体制の整備を図る。

１１　東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法（平成23年制定）
　東日本大震災により生じた災害廃棄物を国が被害を受けた市町村に代わって処理するための特例を定め、あわ
せて、国が講ずべきその他の措置について定める。

１２　小型家電リサイクル法（使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律）（平成24年制定）
　使用済小型電子機器等に利用されている金属その他有用なものの相当部分が回収されずに廃棄されている状況
にあることから、使用済小型電子機器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、廃棄物の適正な
処理及び資源の有効な利用の確保を図る。

（ １）廃棄物・リサイクル関連法の概要
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